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研究成果の概要（和文）：多世代型の居場所及びプログラムに関して、全国の466事例をレビューし、95の好事
例に対して郵送調査を実施した。83事例の回答を分析した結果、多世代型の取組においては一定の活動頻度があ
ることが継続年数の長さとの関係していることなどを明らかにした。また、28の好事例を対象にインタビュー調
査を実施した結果、運営者が明確な活動のビジョンを持っていること、そこに通う人が他の参加者に何が出来る
のかを意識して運営していること、情報の共有、改善点の検証が習慣化されていることなどが明らかになった。
これらの結果をもとに多世代型の居場所づくりの研修プログラムと教材を制作し、現地研修やオンライン研修を
行った。

研究成果の概要（英文）：Regarding multi-generational spaces and programs, we reviewed 466 cases 
nationwide and conducted a mail survey for 95 successful cases. Through analyzing the responses from
 83 cases, we revealed a correlation between the duration of multi-generational initiatives and a 
consistent level of activity frequency. Additionally, based on interviews conducted with 28 
successful cases, we found that effective operations involved administrators having a clear vision 
for the activities, conscious efforts to facilitate participant engagement, habitual information 
sharing, and the examination of areas for improvement. Building upon these results, we developed 
training programs and educational materials for creating multi-generational spaces and conducted 
on-site and online training sessions.

研究分野： 社会教育
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
多世代型の取組は近年増加はしているものの、全国の好事例に関する具体的な調査がなかったことから、コロナ
禍直前の事例やそれら事例の傾向などについて実態が把握できたことは学術的な意義があると考えられる。ま
た、介護予防・フレイル予防対策においても、通いの場や居場所の多様性が求められており、様々な世代が関わ
る居場所を地域の中で立ち上げたり、継続させる支援の必要性がある。そうした支援を担う専門職等の育成に必
要な研修プログラムや教材が出来たことによって今後様々な自治体でそれらを活かした研修が展開されることが
期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

 

ダブルケア(相馬＆山下,2016)と言われる家族の多問題を抱え、少子高齢社会に伴い深刻化す

る介護保険費や医療費など社会保障費の増大により国や地方自治体の財政は悪化している。ま

た、世代間格差や世代間ギャップと言われる高齢者世代と若者世代が受ける恩恵や負担に対す

る批判も顕在化している。これらの問題を解決するための方策として、世代間交流プログラムは、

これまで実践や研究においてその意義と有効性を示してきた。 

世代間交流プログラムの優良事例でもある米国の高齢者ボランティアによる教育支援プログ

ラム、 Experience Corps（EC）は、EC 参加高齢者や支援を受ける児童への効果として、記憶

機能の向上 (Carlson,2008)や、ジェネラティビティ（次世代継承観）の意識の向上

（Gruenewald,2015）などが報告されている。日本国内の好事例としては、EC をモデルにした

高齢者ボランティアによる絵本の読み聞かせ習得プログラム（REPRINT）がその代表である。

地域において絵本の読み聞かせ活動を行った高齢者は、健康度自己評価、社会的サポートネット

ワーク、体力指標の一部に改善がみられた（藤原他, 2006）。読み聞かせを 1 年以上定期的に受

けた児童は、そうでない児童に比べて高齢者一般に対するイメージが良好に維持されたこと(藤

原他,2007)や、中学進学後に地域活動への参加意向が高いことを示した(村山他,2012)ことなど

がこれまで報告されている。 

こうした好事例は存在しながらも、世代間交流の事例が広がっていない現状もある。藤原

(2012)は、そうした現状について、世代間交流プログラムの普及を阻害する要因として、世代間

の確執、交流の必要性の希薄さなどの環境的要因や、企画運営上の負担を指摘している。世代間

交流は関心が高いにもかかわらず、必ずしも計画どおり、期待どおり行われていない現状も報告

されている（村山ほか 2013）。新しいプログラムの多くは１から 2 年以上続かないという報告

もある（Gigliotti et al., 2005）。また、内閣府の平成 25 年「高齢者の地域社会への参加に関す

る意識調査」によると、若い世代との交流への参加意向と実際の参加のギャップがあり、世話的

リーダーの存在の必要性があげられている。さらに、高齢者ボランティアによる世代間交流プロ

グラムにおいて、健康課題を持つ高齢者であっても活動を継続できるような体制や研修の必要

性も指摘されている(野中ほか 2013) 。 

 

２．研究の目的 

 

本研究の目的は、全国の多世代型居場所・交流プログラムの優良事例を精査し、多世代型居場

所や交流プログラムに必要な要件を検証すること、そしてその運用や支援に必要な人材育成方

法を開発し検証することにある。これまで世代間交流を対象にした研究は、単一プログラムによ

る効果評価や、運営面での課題や環境要因に焦点があてられたものが多い。本研究の独自性は、

プログラムそのものの妥当性や、その居場所や交流プログラムが目的とするものにあった設計

になっているのかを検証することにある。社会課題解決のためのツールとして確立されるため

には、プログラム内容そのものが客観的な枠組みと評価尺度により確立される必要があること

から、全国の事例収集とその検証という構想に至った。 

 



３．研究の方法 

 

■研究１：全国優良事例郵送調査 

全国での世代間交流の事例を、報告書、学術論文、新聞記事等から収集する。健康福祉をテーマ

とする取り組みは、研究代表者及び研究連携者（藤原佳典、村山陽）を中心に、生涯学習やまち

づくりをテーマにする取り組みについては研究分担者（齊藤ゆか）が担当する。海外の事例も参

照するため、GU の協力のもと、優良事例に関する情報を収集する。国内の 300 事例を抽出し、

郵送調査を実施する。評価項目としては、活動年数、活動の頻度、組織構成人数、構成メンバー

の世代、参加者の世代、参加者の変化、連携組織、具体的なプログラム内容、プログラムの交流

の深さ、世代ごとの平均参加者数、プログラム運営上の課題、世代間交流行動尺度（村山,2011）

とする。 

 

■研究２：訪問聞き取り調査 

研究１に協力が得られた事例から優良 30事例を抽出し、それらの事例に関する 2次調査（訪問

聞き取り調査）を実施する（研究代表者・分担者・連携者）。この調査では、優良事例の代表す

る者、担当行政職員や施設職員等も合わせて対象とする。各事例の具体的な目的や内容、参加者

の交流の状況やプログラムの自己評価、さらには抱えている課題や障害について把握し、研修プ

ログラムの開発に反映する。調査をもとに、効果的なプログラムの企画から運営及び評価に至る

プロセスをテキストマイニング手法による分析も行い、多世代型居場所・交流プログラムの優良

事例としての要因を検証する。 

 

■研究３：人材育成プログラムの開発と実施 

研究１及び２の分析結果をもとに、「多世代型居場所、交流プログラム運営マニュアル(仮称)」

を制作する。同マニュアルを用いて、２つの自治体にて、行政職員（保健師等）及び専門職、NPO

等を対象に、多世代型居場所・交流プログラムの企画から運営、評価について実地研修プログラ

ムを開発し、実施する。研修の事前事後で研修効果も検証する。 

この結果をもとに、オンライン教材開発の実績のある NPO 法人の協力のもと、研修内容が閲覧可

能なオンライン研修プログラムを開発する。また、導入したい多世代型居場所・交流プログラム

を、全国の優良事例を参考にしながら目的別で選び、ステップごとにプログラム作りから評価を

可能にする多世代型事業導入アシストウェブシステムを開発する。 

 

 

４．研究成果 

 

（１）全国の事例調査（郵送調査） 

【方法】1999 年から 2018 年の間に新聞、専門誌等で紹介された全国の多世代型居場所・交流プ

ログラムの事例より抽出した 365 事例のうち連絡先が判明した 95 事例に対して郵送調査を実施

し、回答のあった 83事例（主な活動内容として高齢者支援 29％、まちづくり 21％、子育て支援

7％、その他障害者支援、青少年支援、複合的な支援等 30％、無回答 13％）を対象に分析した。

従属変数は多世代型居場所・交流プログラムの活動継続年数（回答は 5段階：1年未満、1年以

上 3 年未満、3 年以上 5 年未満、5 年以上 10 年未満、10 年以上）であり、10 年以上を 5 点、1

年未満を１点としてそれぞれ 1 点から 5 点を配点した。独立変数として、「活動の参加者数」、



「活動の頻度」、「活動の箇所数」、「活動の参加者世代の多様性」を用い、強制投入法による重回

帰分析により検証した。 

【結果】「活動継続年数」を従属変数

とし、「活動の参加者数」、「活動の頻

度」、「活動の箇所数」、「活動の参加者

世代の多様性」を独立変数とした重回

帰分析により解析した結果、表１のと

お り 有 意 な モ デ ル が 得 ら れ た

（ F(4,68)=5.91, p<.001, Adj. 

R2=.21）。このモデルにおいて、活動頻度（β=.45, p<.001）が最も継続年数に寄与していた。 

【結論】多世代型の居場所・交流プログラムの活動の頻度が、参加する世代の多様性、参加者数、

場所の数より、継続年数に寄与している可能性が示された。一方、活動の頻度の多さは、その活

動を実施する体制や実施場所の環境などにも左右される要素であり、ある程度の頻度で活動が

出来るということは今回分析出来なかった資金面の充足程度等の要因により継続が可能になっ

ている可能性もある。多世代型の居場所や交流プログラムを継続的に実施するには、それらの活

動が一定以上の頻度で行われることが重要であり、参加者数や世代の多様性等は継続年数に直

接関係していないことが示唆された（日本世代間交流学会示説発表 2022 年）。 

 

（２）全国の事例調査（インタビュー調査） 

【目的】介護予防やフレイル予防、地域づくりにおいて、多様な主体との連携や、多世代を巻き

込んだ通いの場や居場所づくりが注目されているが、多世代型の取組は、これまで運営上の弊害

や課題が報告されている。本研究では、多世代型の居場所やプログラムの運営者の聞き取り調査

から、どのような視点で運営しているのかを明らかにし、研修教材の開発などの参考にする。 

 

【方法】全国の多世代型の居場所やプログラムに関する事例について、1999年から2018年の間、

各種新聞、雑誌、報告書等の文献で「多世代型」「世代間交流」をキーワードに検索し 365 事例

の記事を抽出した。365 事例の内容を精査した後、特に好事例と考えられる 95 事例に郵送調査

を行い、訪問調査への協力を依頼した。うち承諾を得た 28 事例について、2020 年 1月から 3月

に訪問インタビューを実施した。インタビュー内容をテキスト化し、コーディングによる分析を

行った。 

 

【結果】多世代型居場所やプロ

グラムの運営について以下の

ようなポイントが示された。第

1に、代表者や運営者が明確な

多世代型の場や活動のビジョ

ンや目的を持っており、交流や

プログラムの実施が目的ではなく、その先にある住民の幸福や健康、助け合いの気持ちの醸成な

どを見据えた運営をしている。第 2に、運営が参加者自らや参加者同士の行動を待つ姿勢を運営

スタッフ間で徹底し、そこに通う人が他の参加者に何が出来るのかを意識して運営している。第

3に、日々の活動や定期的な振り返りの中で、ビジョンや目的の確認、参加者の発言や行動に関

する情報の共有、改善点の検証が習慣化されていた。また、インタビューでは、多世代型の取組

活動箇所数 .02 .10
世代の多様性 .11 .16
活動の参加者数 .14 .19
活動頻度 .45 *** .47 ***
重相関係数 .51 ***
R ²（調整済） .21

標準偏回帰係数（β） 相関係数（r）

表１ 活動継続年数と活動頻度の関係 



に対する財政的な援助の不足、また前述のポイントを理解し実践するスタッフの養成の難しさ、

地域の多世代型の取組に対する関心の低さなどが課題として指摘された。 

 

【結論】多世代型の居場所やプログラムの運営は、多くの地域活動と共通している運営ポイント

の他に、多世代型ならではの特徴が見られた。特に、多様な参加者がその居場所やプログラムで

の時間や他者との交流を体験することによって、子どもであっても高齢者であってもお互いに

教えたり教えられる関係性を通して成長するかの視点が重要である。一方、こうした視点を備え

る教育は、紙媒体のマニュアルもより実践的で動画などを活用した研修プログラムの必要性が

示唆された（日本公衆衛生学会総会示説発表 2022 年）。 

 

（３）人材育成のプログラム開発 

 多世代型の居場所及びプログラムづくりに関する研修プログラムを制作した。研修内容とし

ては、「多世代型の取組の背景や意義」、「企画」、「運用」、「評価」の 4 コースから構成され、多

世代や世代間交流に関して、研究と実践の分野それぞれの知見から多角的に学習できるものと

した。実践的な要素としては、実践者のインタビュー動画、海外の事例などの紹介動画も含める

ことによって、研修後の実践につながるように工夫した。研修は、実地版とオンライン版にて製

作及び実施し、アンケートによる評価を行った。実地版研修については、地方自治体及び民間団

体にて実施した。図２は地方

自治体 Aで実施した結果であ

る。37名の受講生の回答結果

から、意義や効果に肯定的な

回答が多いものの、実践の難

しさを示した結果となった。

また、都内自治体介護予防担

当者向け研修の多世代型の

居場所づくりに関する研修にて、本研究事業で制作した研修コンテンツを一部活用し、本研究の

目的でもあった自治体の幅広い職種が受講する研修においても、肯定的な評価を得られた。オン

ライン版の研修コンテンツは、世代間交流を推進する非営利活動法人のウェブサイト上に設置

し、研究事業終了後も継続的に維持されるようにした。  

 また、多世代型の居場所づくりに関するマニュアル作成を実施した。このマニュアルは特に介

護予防・フレイル予防の分野にてニーズが高まっている多世代型の居場所づくりを担う専門職

や行政職員に役立つ内容とした。本研究事業で得られた知見は、各種学会での発表をとおして多

世代型の居場所やプログラムに関する理解が広まったと考えられる。 
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